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別添１．（重点的に行う研究政策関係）

（１）持続可能で健康な食の実現

研究の方向

○少子・高齢化の進展
○医療費、介護費の増大

○食料生産への様々な要請

○海外からの調達リスク

食料システムからの温室効
果ガス排出量は世界の全
排出量の約1/3。
健康的な食であることと同
時に、環境負荷低減等持
続可能性の向上は不可避
の要請。
Sustainable healthy diets; Guiding 
principles（FAO/WHO）

○持続性と高い健康機能性の双方を
実現する生産システムの構築

○健康に関する体系的な国産食材情報の蓄積・提供

食材の健康に関する
データを徹底解析

食と健康の関係の
エビデンスを収集

食材・食事

健康状態

細菌ゲノム、
代謝物等

腸内細菌食材の成分を網羅的
かつ精密に徹底分析 ヒト介入試験

疫学データの活用

関係解明

ゼロエミッション・グリーンハウス

高生産性・高機能性
農作物の開発

機能性を高度に発現
させる生産方法の開発

高機能性
農作物

食料の国際価格の上昇、物資調達の不確
実性が増す中、食料を安定供給する生産
体制の整備が急務。

環境負荷が低い生産システムの開発

消費者

疾病に至らないためには食が大きな役割。
日本食をよく摂るグループで死亡リスクが低下。

日本食
パターン
スコア

＊は統計学的有意

全死亡 がん死亡 循環器疾患死亡 心疾患死亡

現状の課題

＋

環境調和性、健康機
能性等のデータを食材
とともに消費者に伝達

統合
データベース

【調達・生産】
環境負荷低減等
の要請に対応しつ
つ、健康面からも
ニーズの高い国産
食材の安定供給

Point1

【流通・消費】
国産品ニーズの創
出のための健康効
果を含む我が国の
多様な食材の価
値に係る情報の蓄
積とその伝達

Point２

海外からの調達リスクが高まる中、
我が国の食料で国民の健康を持続的に支える環境を整備

○食の総合的価値の伝達システムの構築
栄養素
機能性

生産
情報

GHG
排出

生物多様性
保全

データ連携基盤

○○○

循環資源の利活用

地
域
・
企
業
に
よ
る
食
材
活
用

超精密環境制御

左：混合堆肥複合肥料
右：メタン発酵消化液

生産性の高い
ダイズ等重要作物

国立環境研究所提供

・栄養、機能性成分
・品種特性
・生産条件による差異
・加工による変化、等
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温暖化による作物の生産性や品質の低下等の
顕在化や豪雨等の被害が頻発。

（２）2050年カーボンニュートラル達成への貢献と資源循環の追求

研究の方向

○2050年カーボンニュートラル

○社会的要請に貢献度の高い技術の重点的な開発・実用化

○地球温暖化の影響を受ける
農林水産業

○迅速な品種開発のための「育種ハイウェイ」の構築

海外でも有用な開発技術の例

アジアモンスーンを中心とする国際連携の体制整備と情報発信

世界の主要作物生産からのN2O排出削減
 BNI（生物的硝化抑制）強化品種

農業セクター由来が多いメタン排出削減
 AWD（水田間断かんがい）
 牛のげっぷ由来のメタンを抑制する飼料添加物

排出削減技術

新たな木質
建築部材開発

海藻類による
CO2固定化

資源循環技術

遺伝資源の
収集・管理 育種ビッグデータの構築 育種支援サービス

「みどりの品種開発取組方針（仮称）」を令和4年度に策定

2050 年 カ ー ボ ン
ニュートラル達成には、
唯一の炭素吸収源
セクターである農林
水産業分野でのイノ
ベーションが不可欠。

ブルーカーボンに
よるCO2吸収・
固定

 畜舎排水等から
のリン回収

 土壌や画像データ
に基づく精密な散
布技術の開発

吸収源技術

バイオ炭による
農地CO2貯留

森林の循環
利用促進

農地に還元

高機能
バイオ炭

木造ビル

牛からの
メタン削減
技術

フードサプライチェーンの脱炭素化

窒素・リンの
循環は、不
確実性の領
域を超えて高
リスクの領域。
肥料原料を
輸入に頼る
我が国では、
肥料資源の
循環は喫緊
の課題。

現状の課題

○限界点を超える資源循環

＋ ＋

二ホンナシの発芽不良の発生
手前：発生樹、奥：正常樹

配送センター 輸送 小売店

○国際連携による成果の波及と市場メカニズムとの連結

迅
速
・
低
コ
ス
ト
な
品
種
開
発

ゲノム情報
遺伝資源や育成品種の系譜・ゲ
ノム情報の基盤構築・連携

作物特性情報
 フェノタイピング・センシング技術の
高度化による特性の可視化、デー
タ取得の高速化

育種AI
 最適な交配組合せシミュレーション
 AIによる作物デザインと特性の予測

Point1
農林水産分野の潜在力を最大限発揮し、

カーボンニュートラル等の世界的要請に貢献

カーボンニュートラ
ルや資源循環利
用等に対する農林
水産分野の潜在
力の発揮

Point2

生産力向上と持
続性の両立のため
の品種開発力の
抜本的強化

Point3

技術導入に対する
取組意欲を喚起し、
国内外での効果を
早期発現

Point1

市場メカニズム
との連結

 農業分野の
J-クレジットメ
ニューの充実

 ESG投資との
連携

大雨による土砂崩れの
被害を受けた山林

牛の栄養

鶏糞
燃焼灰飼料の発酵

水素

プロピオン
酸

メタン

げっぷ

微生物による
経路強化

牛の胃

地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）
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精密ゲノム編集技術
使いやすい国産ゲノム編集技術
複数遺伝子の同時改変技術



（３）スマート農林水産業の早期実装を通じた諸課題の解決

研究の方向
○深刻化する農林水産業の
担い手の減少・高齢化

○超省力・省資源型スマート農林水産技術の開発

○社会実装を加速化する技術導入システムの構築

現状の課題

○資源のムダ削減や環境保全
の要請

○新型コロナ感染症を契機
とする働き方・暮らし方の
多様化

○有用技術の早期普及への
要請 ○教育・研修の充実、理工系人材の参画促進

トラクタの無人自動走行システム

林業のスマート化

汎用的な農作業ロボット

水産業のスマート化 農林業用機械・漁船の脱炭素化
自動かつお釣り機自動給餌機自動伐倒作業車 自動集材機

電動フォワーダ

電動トラクタ 水素燃料電池漁船

スマート農業を普及させるため、初期導入
コストの低減、担い手の人材育成が不可欠

キャベツ収穫ロボット
スマート農業人材の育成に向けた教育・研修

農業者・指導者向けの研修の実施

理工系人材の
参加促進

スマート農業成果の情報発信

 自動車産業等他産業で
高度な技術を培った
人材の参画を促進

スマート農業の導入と合わせ、
その最適化のために産地全体
の栽培体系を転換

産地ぐるみでの作業集約や
シェアリングにより、技術導入
コストを低減する取組を実証

農業の自動化
ピンポイント農薬散布 小型除草ロボット

AIが画像認識、
害虫位置を特定

共通的な操作方法

品目に応じた
センサに対応

1台で様々な作業・
作物に対応

農業高校や農業大学校等農業教育機関に
おけるスマート農業実証地区と連携した現地
研修の実施

農薬散布用ドローン

Point3

スマート農林水産業の本格実装により、地域社会の変革に貢献

担い手不足が加
速化する現場の課
題解決や、気候変
動やニーズの変化
に対応するための
戦略的な技術の
充実・強化

Point2

多様な現場実態
に即した導入コス
トの低減

Point1

スマート農林水産
業を担う幅広い人
材の育成

コストの低減

注）2010年における各項目の数値
・ 基幹農業従事者数；205万人
・ うち60代以下 ；110万人
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 みどりの食料システム戦略を推進するため、戦略のKPIの達成に必要な技術開発やスマート農業
の加速化のための技術開発・実証等を一体的に実施・展開。

別添２．（研究開発環境の整備関係）

（１）研究開発・実証プロジェクトの推進（みどりの食料システム戦略を推進する研究開発）

先端技術の生産現場への
導入・実証 スマート農業産地のモデル実証 広域的な耕畜連携のための

流通最適化にかかる開発・実証

ペレット堆肥の受発注や物流を最適
化するシステムの開発、帰り荷となる
敷料の探索、現地実証

農業データ連携・共有のため
の環境整備

データ駆動型農業の実践・
展開の支援

スマートグリーンハウス
先駆的開拓の推進

経営体の枠を超えた産地内でのシェ
アリングやデータ共有による生産性向
上や販売力強化を実証

スマート農業技術導入による経
営改善効果等を分析・検証

農林水産業におけるロボット
技術の安全性確保策検討 データ駆動型土づくりの推進 スマート農業教育の推進

小麦の赤かび病

• 主要な水稲病害虫のピンポイント発生予測
手法を開発

• 発生予測を迅速に提供する技術を開発

• 低メタン産生牛作出のための育種方法の確立
• 堆肥化工程等におけるGHG削減技術の開発

搾乳ロボット等でメタン産生量を
測定し、低メタン産生牛を育種 堆肥化工程等におけるGHG

削減技術を開発

• 稲・麦・大豆の輪作体系における小麦生産
で利用可能な、減化学肥料・減農薬栽培
技術の開発

• 赤かび病抵抗性品種の活用による農薬使
用量の低減効果、生産コストの削減効果の
明確化 等

• 雑草抑制のための水管理技術等、省力的な
除草技術の開発

• 深水管理技術や除草機器の活用に必要な
ほ場整備手法の開発 等

戦略の目標の達成に必要な技術開発

有機農業の生産体系の構築
深水管理による省力的な雑草抑制技術

有機農業の生産体系の構築
小麦の減化学肥料・減化学農薬栽培技術

病害虫予報技術の開発畜産からのGHG排出削減のための技術開発

スマート農業の加速化

スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

スマート農業普及のための環境整備

藻が繁殖し、水
中の日光を遮
断し、雑草の成
長を抑制

強い浮力で雑
草種子や根の
定着を阻害

通常水管理（水深数cm程度）

深水管理（水深10cm以上）

水面から雑草が容易
に顔を出し、繁茂

稲・麦・大豆の輪作体系において、小麦の赤カビ病の
発生が有機栽培を行うにあたってのネックに。

マニュアルがないから
減化学肥料・
減農薬栽培に
取り組みにくい・・・

害虫の発生リスク予測を生産者に迅速に提供
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 「知」の集積と活用の場を通じて様々な分野の知識・技術等を結集し、現場の課題解決に貢献する
産学官連携研究を推進するとともに、研究成果の社会実装の取組の支援を強化。

 研究開発型スタートアップによる現場課題の解決を強化。加えて、異分野や他産業の知見・技術を
農林水産分野に活かすため、スタートアップ支援を行う関係府省との連携を促進。

（１）研究開発・実証プロジェクトの推進（産学官連携による研究開発と事業化の促進）

• 約170の研究開発
プラットフォー
ム、 4,200以上
の会員が活動。

• 第2期(R3年度～)
からは、研究成
果の商品化・事
業化等に向けた
取組を強化。

「知」の集積と活用の場

商品化・事業化の推進 海外展開

• JFフードサービスバイヤーズ
商談会に出展。

• 中小機構・JETRO等の支援を
活用した社会実装のモデル
ケース形成を検討。

• 67の駐日大使館が協議会に
入会。R3年度は6件の共催
イベントを実施。

• R3年度より新たに海外会員
の募集を開始。

JFフードサービスバイヤーズ商談会
（2021/11/16）

ベルギー大使館との共催イベント
（2021/6/24）

スタートアップへの総合的支援

• R3年度からスタートアップが行う実行可能性調査や試作品の
作成、社会実装等の取組を切れ目なく支援する事業を開始。

• 今後は、農林水産・食品分野の可能性を広げる提案への支援に
加え、現場課題の解決に繋がる提案への支援を強化。

☞名古屋大学（フェーズ１支援）
◆スタートアップへの総合的支援による採択事例

☞㈱グリラス（フェーズ３支援）

世界初の簡易（ワンドロップ）・高信頼（植物生体分子診断）・高速（最短1ｈｒ実現）
診断チップを開発し、作物生産管理を助ける作物診断プラットフォームを構築

複雑な機械装置を前提としない食用コオロギ大規模飼育システムの実用化と100%食品ロス
由来の食用コオロギ飼料の実用化
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 様々な社会課題を解決するため、内閣府等と連携し、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）、
ムーンショット型研究等の国家プロジェクトを推進するとともに、経産省や民間企業と連携し、グリー
ンイノベーション基金を活用した研究開発を推進。

（１）研究開発・実証プロジェクトの推進（府省連携プロジェクトの推進）

• 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、NEDOに２兆円の基金を
造成。

• 野心的な目標にコミットする企業等に対して、10年間、研究開発・実
証から社会実装までを継続して支援。

食料・農林水産業の温室効果ガス削減・吸収技術の開発を検討

３

農林水産分野での研究開発

農地 海洋森林

ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝを推進するための
海藻バンク整備技術の開発

等方性大断面部材
の開発

高機能バイオ炭 新たな木質建築部材

高機能バイオ炭の供給・
利用技術の開発

バイオ炭 有用微生物 木造ビル

＋ ＝

• 総合科学技術・イノベーション会議が課題、プログラムディレクター、予算を
トップダウンで決定。

• 基礎研究から事業化までを見据えた一気通貫の研究開発を、府省連携、
産学官連携で推進。

令和３年12月内閣府プレスリリースより

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP) グリーンイノベーション基金

第３期の課題候補

「豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築」等16課題が選定

移植用
海藻カートリッジ

海藻を育成する
基盤ブロック
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 研究開発の企画・立案段階から、国際標準化も視野に入れた戦略的な知財マネジメントを推進する
ことで、研究成果の着実な社会実装に繋げていくことが重要。

 知財の専門家による相談窓口の設置やセミナーの開催、マニュアルの整備などを通じて、引き続き
知財マネジメント及び国際標準化にかかる普及啓発を推進。

（２）先進的研究開発マネジメント（知財マネジメントや国際標準化）

 新技術の普及には、安全性の確保などの
市場環境整備が必要。

 技術開発スピードが高まる中、研究開発初期段階から、
制度構築や国際標準化の検討を実施することが重要。

研究開発 標準化 制度構築・ルール形成

制度構築・ルール形成

従来

今後

⇒ 各ステップに数年を要する段階的に実施

研究開発からルール形成まで並行的に実施

戦略的な国際標準化等の推進知財マネジメント強化

農林水産研究における知財マネジメント

研究開発

高速化する技術開発

標準化

標準化も迅速に

技術流出や不利な標準化等により、研究成果の価値が毀損する恐れ

専門家による
助言、相談

知財に関する
セミナーの開催

知財マネジメント
の手引きの作成

知財教育用映像
コンテンツの作成

知財マネジメントを推進

緑茶の定義

ISOの国際会議に参加し、

日本の抹茶・玉露が「緑
茶」の国際的な定義に含
まれるよう活動。

これにより、市場価値の
低下を回避。

ほうれんそう中のルテイン
の定量法

JAS規格のISO規格化を

目指すことにより、輸出事
業者が品質を海外にPRし
やすい市場環境を整備。

○国際標準化活動の事例

研究成果の効果的・効率的な社会実装
海外への戦略的な展開 を推進

• 育成４機関は、国内のパートナー企業を選定し、海外での生産を許諾。

• パートナー企業は、海外での品種登録、権利侵害対応等の事務とコスト
を負担し、権利取得した国での独占的な利用権を行使。

• 検疫条件により日本からイチゴ生果の輸出ができない国において、種
子の輸出により、現地でイチゴ生産を拡大し、イチゴ品種の市場を開拓。

種子繁殖性イチゴ品種「よつぼし」（育成機関 : 三重県、香川県、千葉県、農研機構）

○海外への戦略的な種苗の展開事例

改正種苗法の
活用国際標準化 データ

マネジメント
ノウハウの
保護

➡ 研究開発段階から、権利化（特許権・商標権・育成者権等）、
秘匿化、公知化などの知財戦略を総合的に検討・実施する必要

➡ 近年の動向も踏まえて検討することが重要
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情報発信

 ＥＬＳＩ（倫理的・法制度的・社会的課題）への対応や農林水産業の技術的課題とその解決方法に
関するサイエンスコミュニケーション等のアウトリーチ活動を推進。

 ゲノム編集技術の活用については、国民理解や国際理解に向けたサイエンスコミュニケーションを
進めるとともに、社会から強い要請のある形質を有する品種が得られるよう研究開発を実施。

（２）先進的研究開発マネジメント(アウトリーチ活動）

持続的な農林水産業を進めるための先端技術に係るアウトリーチ活動

 農林水産物・食品の市場性等の
調査・分析

 消費者ニーズ、生産者・事業者
ニーズの把握

 研究開発者と連携した海外での
セミナーの実施等

 技術に関する知見の集積

 科学ライター等による解説資料の作成
 オンライン講座等で使用可能なデジタル
コンテンツの作成

 解説資料の閲覧
 動画の視聴

【農林水産業の課題】
 地球温暖化の進行
 農林水産分野からの

GHG排出
 生物多様性や資源
循環の限界

 高齢化、労働力不足
等

サイエンスコミュニケーション 研究施設等の見学会

サイエンスコミュニケーション、見学会の実施

消
費
者
理
解
の
促
進
、
消
費
者
動
向
の
変
容

生
産
者
の
生
産
意
欲
の
向
上

ニーズに応じた技術開発の実施

国際的な情報発信

技術のベネフィットやリスク
を専門家が解説

消費者モニターによる
研究・栽培施設の見学

総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）

天敵による防除

交信かく乱剤の施用

化学農薬の使用量低減技術最先端育種技術
ゲノム編集技術

温暖化による作物の
品質低下

水稲：白未熟粒(左)
と正常粒(右)の断面

担い手の減少・
高齢化

2010年と比べ、
2020年の基幹的
農業従事者数は
34%減少。平均年
齢は1.6歳上昇。

GHG削減技術

農地に還元
バイオ炭による炭素貯留

【解決のための技術例】

基幹的農業従事者数

平均年齢
うち60代以下

平
均
年
齢
（
歳
）

対
20

10
年
比
（

%
）
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 農研機構農業情報研究センターにおいて、外部のAI専門家と連携し、農研機構、公設試等の研究
者をOJTで育成するとともに、AIを活用した新たなシステム等を開発し現場に普及。

 農林水産分野のイノベーションを担う若手農林水産業者や社会実装を進めるコーディネーター等の
人材を育成。

（３）人材育成（AI研究やイノベーション創出・社会実装を担う人材の育成）

農業情報研究センター

AI専門家と連携

派遣された研究者にAI
を活用する研究課題を

指導

戦略的課題の実施

外部機関

各センター・
研究部門

併任AI研究
者・戦略的課
題の持ち込み

研究成果の
持ち帰り

AI研究の普及

教育コース
の実施

教育コース
の実施

研究者の
受入れ 公 設 試

大 学

民間
企業

研究成果の
持ち帰り

AI知識の普及

段階別のAI教育コース

農研機構内

AIによる温州みかんの糖度の早期予測手法を開発（農研機構と長崎県）
「品質実測値と気象情報等に基づく果実品質予測モデル」

AI研究の成果の例

イノベーション創出・社会実装を担う人材の育成農研機構におけるAI人材育成の推進

若手農業者

民間企業の
研究者等

・若手農業者等が研究開発事
業に参画する取組を支援
・現場ニーズの把握から課題
設定、研究体制の構築、ト
ライアル＆エラー等を経験
・親元にノウハウを持ち帰り、
ビジネス発展に活用

自ら
課題解決

現場との
橋渡し
人材に

研究構想の策定や体制整備へ
の支援のみならず、研究開発
の進捗と同時並行してビジネ
スモデルの構築や資金調達等
を一気通貫で伴走支援する
コーディネーターへの支援を
強化

○農業法人や民間企業の若手職員等の研究開発への参画促進

○コーディネーター機能の強化による商品化・事業化促進

前年の
みかん糖度

地区(数～数十の果樹園)ごと、
みかん系統ごとの
糖度測定値

当年の
気象データ

地区における気温、降水量、
日射量、日照時間の
測定値と予測値

入力データ 出力データ
当年の

みかん糖度
地区ごと、
みかん系統ごとの
糖度予測値

Ａ Ｉ
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 人材・資金・データ・設備等の研究開発資源をネットワークさせるアグリバイオ拠点を構築し、国内外
や異分野の知を融合した最先端の育種、食の研究等を実施。

 画期的な新品種を開発するため、ジーンバンクを中心に、国内外の有用遺伝資源の探索・収集、遺
伝資源データの連携活用システムを構築。

（４）グローバル研究拠点の形成

遺伝資源の「探索・収集」

産学官における画期的新品種の開発

国内外の有用遺伝資源を探索・収集。導入
できない海外遺伝資源は、現地で日本品種と
交雑、育成した中間母本として導入。

遺伝資源の「増殖」

遺伝資源の「提供」

ジーンバンクと他の育種
主体が連携して遺伝資
源を増殖。遺伝資源の
安定的な保存・配布を
実現。

保存遺伝資源をワンストッ
プで検索可能な統合データ
ベース等を整備。自治体等が
利用し易い仕組みを構築。

海外での収集探索

ジーンバンク
情報提供
共同探索

分担
加速

国内へ導入（国内に持ち込め
る種子量はわずか）

増殖、特性評価
（専門家が少なく何年もかかる）

求める遺伝資源

他の育種主体

得意な作物の増殖と
特性評価

データベース検索画面

野生種の収集在来品種の収集

ジーンバンクを核とした有用遺伝資源の積極的活用アグリバイオ拠点の構築

• 産学官が保有する研究開発資源（人材・資金・データ・設備）を
ネットワークでつなぐオープン・ラボ 「アグリバイオ拠点」を構築。

• 大学、公的研究機関、民間企業等にバイオ実験ラボをリモートで提供
することで研究開発力を維持・強化。
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